
 制限付一般競争入札参加資格審査申請書
 

 令和　　年　　月　　日　

 

 　北海道旭川方面稚内警察署長　様

 

 （申請者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 連絡先（担当者・TEL)　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

　地方自治法施行令第167条の５の２の規定による制限付一般競争入札に参加したいので、

 関係書類を添付の上、資格の審査を申請します。

   なお この申請書及び添付書類のすべての記載事項は 事実と相違ないことを誓約します、 、 。

 

 １　申請する入札

     令和８年７月17日付け旭川方面稚内警察署告示第６号

 　　警備艇「そうや」機関部一般整備　一式

 

 ２　申出事項

 　　制限付一般競争入札参加申請に当たり次のいずれにも該当することを申し出ます。

　⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち「物品の購入（産業用機械器具類の

 機械修繕に限る 」又は「船舶の建造又は修理」のいずれかの資格を有すること。。）

 　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

　⑶　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

 いこと。

　⑷　過去５年間（令和３年度以降）に、元請として１に定める契約と種類及び規模をほぼ

 同じくする契約を締結し、かつ、誠実に履行した者であること。

　⑸　独国ＭＡＮ社製「ＭＡＮ　Ｄ2842Ｌ　Ｅ406型」の分解検査及び修理について、当該

内燃機関の製造業者と業務提携している者又は業務提携している者の代理者であるこ

 と。

　⑹　日本国内において、契約担当者等の求めにより北海道警察の職員の立会いの下に、検

 査に応じられること。

 

 ３　添付書類

 　□　令和８年度において有効な「競争入札参加資格審査結果通知書」の写し           

 　□　別紙「類似業務施行実績調書」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　□　類似業務実績を証明するものとしての契約書（請書）の写し又はそれがわかる書面　

　□　独国ＭＡＮ社製「ＭＡＮ　Ｄ2842Ｌ　Ｅ406型」の分解検査及び修理について、当該

内燃機関の製造業者と業務提携している者又は業務提携している者の代理者であること

 を証明する書類

   □　日本国内において、検査が可能であることを証明する書類                       

 

注　この申請書には、返信用封筒（定型）として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金

分を加えた料金（460円）の切手又はこれに類するものを貼った封筒（封筒に「簡易書留」と朱書

きすること ）を併せて提出すること。ただし、提出先で審査結果通知書の受領を希望する場合は。

不要とする（申請書提出時にその旨を申し出ること 。。）



 類　似　業　務　施　行　実　績　調　書
 

                                                                                        申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                                                                                  

  
　 契 約 名
　

 　
業 発 注 機 関 名
　

 　
（ ）務 施行場所 市町村

　
    　

名 契 約 金 額                                 円                                 円                                 円
　

    　
   等 契 約 年 月 日 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

    
業 務 期 間 　　　年　月　日～　　　年　月　日 　　　年　月　日～　　　年　月　日 　　　年　月　日～　　　年　月　日

 
　
　
契
　
約
　
の
　
概
　
要

 
     注１　告示において明示した発注と類似する元請けとしての施行実績（整備等が完了し、引渡済み（履行確認済み）のものに限る ）について。

 　　　　 記載すること。
      　２　業務期間は過去５年間（令和３年度以降）に契約したものとする。

 　　 　３　類似業務実績を証明するものとして、契約書（請書）の写し又はそれがわかる書面を提出すること。
     　４　共同企業体として実績がある場合は、当該共同企業体の協定書及び附属協定書のそれぞれの写しを添付すること。

別紙（告示２の⑷に掲げる事項）


